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システム企画では情報システムの投資判断といった意思決定を判断することになり，システム企画での意思決定の判
断が後続のシステム開発に大きな影響を与えることになる．本研究では，システム開発のリスクを事前に解消し，最
適な情報システム投資を実現するために，システム企画での意思決定に必要な要素を俯瞰的に可視化するフレームワ

ークである重要意思決定キャンバス・モデル（CDC）を用いて，その判断を支援するためのプロセスを提案する．本
提案を実際の顧客管理システムのシステム企画に適用し， その評価結果からシステム企画での局面での意思決定へ
の有用性を確認した． 

 

 

1. はじめにはじめにはじめにはじめに 

情報システムは企業にとって重要な経営資源として位置

付けられており，時に巨額の投資が行われる場合もある．

一方で，システム開発の失敗により，情報システム投資に

対する損失が発生するだけでなく，企業の情報システムに

対する信用を損なうような事例も発生しているのが現状で

ある． 

企業にとって IT投資を適切に判断することは年々重要性

を増しているが，IT 投資を適切に判断するためには，導入

しようとしているシステムがビジネスに寄与するものなの

か，またシステムがコスト・納期・品質に問題なく構築で

きるのかを事前に判断することが必要である．IT 投資では，

この判断はシステム企画フェーズで実施することになり，

システム企画フェーズでの意思決定を慎重に行う必要があ

る．言い換えると，システム企画フェーズで適切に IT 投資

の意思決定が行われないと，後続のシステム開発フェーズ

以降にリスクが生じてくるということになる．IT 投資に関

する調査・研究はこれまでに進められており[1][2]，IT ガ

バナンス協会では IT 投資の企業価値ガバナンスとして Val 

IT フレームワークを公開するなど[3]，その重要性は高いも

のとなっている．しかしながら，取り得る選択肢が多様で

あり，また社内外のステークホルダの合意形成が必要とな

ってくるために，IT 投資をはじめとしたシステム企画での

意思決定は難しいものになっている． 

その解決のために，システム企画の局面における意思決

定を適切に実行すべく，意思決定に必要とされる情報を俯

瞰的に可視化するフレームワークを用いた，意思決定支援

プロセスについて提案する． 

本提案の実用性を評価するために，顧客管理システム導

入のシステム企画に適用し，その評価結果から，本モデル

はシステム企画での局面での意思決定への有効性を確認し

た． 
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2. 背景背景背景背景 

2.1 システム企画における問題システム企画における問題システム企画における問題システム企画における問題 

システム企画は，共通フレーム 2013[4]ではシステム化構

想・システム化企画の立案プロセスとして，「システム化機

能の整理とシステム方式の策定」，「費用とシステム投資効

果の予測」，「プロジェクト推進体制の策定」，「経営事業戦

略，情報戦略及びシステム化構想との検証」をタスクとし

て挙げている．つまり，システム企画は戦略フェーズでの

施策の実現化や，後続のシステム開発の意思決定といった

重要なフェーズであると考えることができる． 

しかしながら，実際には，大手ガス会社での顧客管理シ

ステム構築や都市銀行の合併に伴うシステム統合の失敗と

いった，システム企画に起因する，システム開発の失敗と

いった問題が発生している[5][6]． 

失敗プロジェクトの原因について，Kappleman らは 55 の

IT プロジェクトの分析から，プロジェクトの重要な問題に

対する初期の警戒信号は，プロジェクトが失敗に終わる時

点よりも前から存在していたという事実を発見しており，

リスクの 1 つとして「プロジェクトの投資効果に対する検

討の欠如」を挙げている[7]．つまり，システム企画におい

て，投資効果を踏まえた上でシステム開発の意思決定を行

うことが望ましいということだが，ガートナーのレポート

によれば，従業員 500 人以上の企業のうち，IT 投資評価を

行っているのは 3 割程度であり，多くの企業が IT 投資の意

思決定が実行できていないという状況である[8]． 

このような問題が発生する根本原因として，組織におい

てシステム企画，特に IT 投資に対する意思決定をどのよう

に実行すべきか，その手段が確立されていないことが考え

られる．システム企画・開発の意思決定については，

PMBOK[9]や共通フレーム 2013といった知識体系に定義さ

れているものの，その実施方法までは具体的に述べられて

おらず，そのために IT 投資効果を踏まえた，システム開発

の意思決定が実行できていないことが想定される． 

 

2.2 問題解決に向けた提案問題解決に向けた提案問題解決に向けた提案問題解決に向けた提案 

意思決定の検討にあたり，意思決定をするための理論で
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あり，行動方針を示した考え方として，IDA サイクル[10]

を参照する．「 IDA」は「 I:information」，「D:decision」，

「A:action」の頭文字を取ったものである．IDA サイクルを

プロジェクトに置き換えると，I:情報を収集して，プロジ

ェクトの現状を認識する，D:その情報を基に方針・方法を

検討し，意思決定（決定）する，A:意思決定した方針・方

法を行動に移す．ということになる（図 1）． 

 

図 1 IDA サイクル 

 

意思決定の情報に関し，JIS Q 9000:2006「品質マネジメ

ントシステム」によれば，意思決定への事実に基づくアプ

ローチとして，「効果的な意思決定は，データ及び情報の分

析に基づいている」と定義されており，意思決定に情報の

品質は必要不可欠なものと考えることができる． 

システム企画フェーズは戦略フェーズとシステム開発フ

ェーズの間に位置付けられるが，戦略的な段階では情報は

抽象的な内容が多く，また仮定・推定の割合が大きいため，

その正確性は低いものとなっている．システム企画フェー

ズが進み，検討内容が業務的になるに従い，情報は具体的

となってくるため，その正確性は高くなってくる．つまり，

システム企画フェーズで検討を進める中で，情報の内容・

精度が時系列で変わっていくため，その状態遷移について

把握しておくことが重要となってくる． 

このように，適切な意思決定を行うためには，その根拠

となる情報の品質が求められる．言い換えると，意思決定

のための情報の不足や，曖昧な内容が含まれているなどの

品質に問題がある場合には，意思決定に対するリスクが生

じるということになる．また，その情報が経営者にも理解

できる内容とする必要がある． 

本稿では，システム企画における意思決定の支援プロセ

スの確立を目的として，以下の 2 つを研究課題とし，解決

策について提案する． 

① システム企画での意思決定に必要な情報について，

網羅性・整合性を踏まえた上で俯瞰的に可視化する

方法 

② システム企画での意思決定を効果的に実施する方法 

 

3. 提案提案提案提案 

3.1 システム企画での意思決定に必要な情報システム企画での意思決定に必要な情報システム企画での意思決定に必要な情報システム企画での意思決定に必要な情報 

システム企画フェーズでは，最終的にシステム化構想を

策定し，投資対効果（IT-ROI）を評価することになる．す

なわち，システム投資の妥当性を判断することがシステム

企画での最終的な意思決定の局面と考えることができる．

IT 投資効果に必要な情報の整理にあたり，IT 投資の採算計

算のフレームワークについて，図 2 に示す[11]．効果につ

いて，「基盤整備効果」，「戦略的効果」，「経済的効果」を挙

げているが，これらの効果については，経営・事業戦略で

策定された施策（戦略オプション）との整合性を確保し，

業務やシステムの要件が満たされていることを検証した上

で定義することになる．また，コスト（投資）にある「初

期投資コスト」，「運用・保守コスト」については，導入シ

ステムの構築・維持のコストを算出することになる．その

ため，OS や DB 等のソフトウェアのライセンス費用やサー

バやネットワーク等のハードウェアの導入費用といったシ

ステムの構成に要するコスト，及びシステム構築・維持に

必要となる要員コストを明確にすることになる．これらの

情報はシステム化構想の検討にて作成されることになる． 

 

図 2 IT 投資対効果の構造 

また，REBOK[12]や BABOK[13]にステークホルダの合意

形成について述べられており，この要素についても意思決

定においては不可欠となってくる． 

 

3.2 システム企画システム企画システム企画システム企画の意思決定要素の可視化モデルの提案の意思決定要素の可視化モデルの提案の意思決定要素の可視化モデルの提案の意思決定要素の可視化モデルの提案 

前述に示したシステム企画での意思決定に必要な情報に

ついて，本稿では，筆者らが考案した，システム企画フェ

ーズでの意思決定に用いる CDC モデル(Critical Decision 

Canvas Model)を利用した方法を提案する[14]．CDC モデル

はシステム企画局面での意思決定に必要な要素を俯瞰的，

網羅的に視覚化することで，意思決定において最適解の選

択を支援可能とするモデルである．CDC モデルは，ビジネ

スモデルキャンバス[15]やビジネスモデルキャンバスを拡

張してシステムアーキテクチャを俯瞰的に視覚化するモデ

ルであるシステムモデルキャンバスモデル[16]，共通フレ

ーム 2013 にて定義する要素を参照して，視覚化に必要と考

えられる 13 の要素を定義する．CDC モデルを構成する各

要素の概要を表 1 に示す． 
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表 1 CDC モデルの構成要素 

No 要素 概要 

1 プロジェクト価
値 

システム導入などのプロジェクトを実
行することで創出する価値．プロジェク
ト価値の達成がプロジェクトのゴール
となる． 

2 価値享受者 プロジェクト価値を享受する社内外の
関係者 

3 ビジネス要求 プロジェクト価値に関連した，ビジネス
に対する具体的な要求 

4 システム要求 プロジェクト価値に関連した，システム
に対する具体的な要求 

5 業務実現方針・
方式 

ビジネス要求に対応した，あるべき業務
プロセス・ルール・組織 

6 システム実現方
針・方式 

新規構築・既存資産活用といったシステ
ム導入の方針やシステム実装の方式 

7 推進体制 システム実現方針・方式に対応した，シ
ステムの実現手段や製品 

8 導入システム・
製品 

システム実現方針・方式に対応した，シ
ステムの実現手段や製品 

9 パートナー 業務・システムを構築するための支援者 

10 効果創出時期 プロジェクトの効果が創出される時期 

11 実施・完了時期 プロジェクトの実施期間，及び完了時期 

12 効果 プロジェクト価値達成により期待でき
る，具体的な定量・定性効果 

13 投資 プロジェクトに要する初期・維持費用 

上記に示す，意思決定に必要とされる要素とその関連性

を踏まえて，CDC の構造を図 3 のように定義する． 

 

図 3 考案した CDC モデル 

CDCは 5W5Hの視点から意思決定に必要な要素が連携す

る構成とする．5W5H を視点とし，ゴールとなるプロジェ

クト価値を起点として連鎖的に各要素の情報を導出できる

形態とすることで，例えば「Why（問題の認識）」→「What

（問題の明確化・定義）」→「How（問題解決）」のように，

意思決定に必要とされる情報を連鎖的に関連付けることが

可能となり，要件からシステムへのトレーサビリティを明

確にすることもできるようになる． 

また，システム導入の検討においては，経営・事業に対

する価値創出の観点と合わせて，IT リソース導入に関する

制約事項も考慮する必要がある．つまり，IT リソースへの

投資額や自社の IT リソースの構築能力（ケイパビリティ）

といった制約となる事項を考慮する必要がある．CDC モデ

ルの構成について，右側には開発するシステムの要求事項，

左側には制約事項を配置することで，要求と制約の関係性

を明確に把握できるようにしている． 

CDC モデルの各要素の関連性を示すために，全体メタモ

デルを図 4 に示す． 

 

図 4 意思決定要素の全体メタモデル 

また，各意思決定要素のスーパークラスとして

DecisionMakingElement クラスを用意して，状態クラスイン

スタンス（DecisionMakingElementState）を示すようにし，

「決定済み（DecidedState）」，「仮定済み（AssumedState）」，

「未決定（UndecidedState）」といったサブクラスの種別を

設けることで，意思決定要素の状態を表現することができ」

る． 

このように，CDC モデル上に意思決定に必要な要素とな

る情報を記載することで情報を俯瞰できるようにすると共

に，その関連性も示すようにする．CDC モデルに示す情報

が意思決定に必要な情報の要件を満たさない場合には，そ

の意思決定にリスクが伴うと見なすことができ，導入シス

テム・製品や要求の見直しといった別の選択肢を選ぶこと

が望ましいということができる． 

 

3.3 意思決定意思決定意思決定意思決定の実施方法についての実施方法についての実施方法についての実施方法について 

CDCを活用したシステム企画の意思決定の実施方法につ

いて，以下に論じる． 

(1) システム企画でシステム企画でシステム企画でシステム企画で作成作成作成作成するするするする情報の整理情報の整理情報の整理情報の整理 

意思決定の要素となる情報は主にプロジェクトのアウト

プットとなる．そのため，本提案のプロセスを実行するた

めには，プロジェクト開始までに，プロジェクトのアウト

プットと CDC モデルの要素のマッピング，およびアウト

プットを作成するプロセスについて明確にする必要がある．

発注先選定を例とした，アウトプットと CDC 要素の関連

について図 5 に示す． 

 

図 5 アウトプットと CDC 要素の関連 
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図 5 は共通 2013 に定義される発注先選定の方法を基にプ

ロセスを記載しており，RFP（Request For Proposal:提案依

頼書）を発注候補のベンダに提示し，ベンダから提示され

た提案書を評価した後に，最適なベンダを発注先として選

定して契約締結するという流れとしている．「選定ベンダの

承認」を意思決定するためには，「発注先選定」のプロセス

の中で作成されたアウトプットを根拠として判断すること

になる． 

システム企画のアウトプットはプロジェクト計画として

定義されることになるが，定義する際に，CDC モデルにて

設定する意思決定に必要な要素がアウトプットに含まれて

いるかを確認することが重要となってくる． 

 

(2) シシシシステム企画と関連するフェーズステム企画と関連するフェーズステム企画と関連するフェーズステム企画と関連するフェーズの情報の情報の情報の情報ととととの関連の関連の関連の関連付付付付

けけけけ 

CDCモデルの要素となる情報はシステム企画フェーズの

前段階で作成されるものもある．プロジェクト価値や価値

享受者といった情報は，戦略フェーズでのアウトプットと

なることが多い．その場合には，BSC(balanced scorecard)[17]

や GQM+Strategies[18]といった知識体系で整理された戦略

フェーズのアウトプットと整合性を取ることになる．例と

して，BSC であれば戦略マップにて，「財務」・「顧客」・「内

部業務プロセス」・「学習」の視点から定義された戦略テー

マが CDC モデルの「プロジェクト価値」に，戦略目標・

目標値が「効果」に紐付くことになる．また，GQM+Strategies

であれば，GQM グリッドの目標（Goal）が「プロジェク

ト価値」，測定指標が「効果」を紐付けることができる．こ

のように，戦略フェーズのアウトプットと CDC モデルの

要素を関連付けることにより，戦略フェーズの検討をシス

テム企画フェーズに引き継ぐことができるようになる． 

また，ビジネス要求やシステム要求はシステム開発の要

件定義フェーズで詳細化されるため，BABOK や REBOK

といった知識体系と紐付けることで，システム企画で定義

された事項を要件定義フェーズに引き継いで検討を進める

ことが可能となる． 

 

(3) 意思決定要素の状態遷移の確認意思決定要素の状態遷移の確認意思決定要素の状態遷移の確認意思決定要素の状態遷移の確認 

CDCモデルを利用することにより意思決定の局面ごとの

状態遷移を表現出来る． CDC の状態遷移を確認すること

で，システム企画での意思決定が断続せずに，継続的に行

われているかをチェックするとともに，各者の相反する利

益を俯瞰して確認することが出来る．共通フレーム 2013

で定義するシステム企画フェーズのプロセスにおける

CDC の遷移イメージを図 6 に示す． 

 

図 6 CDC モデルの情報の状態遷移のイメージ 

 

上述のとおり，意思決定要素の情報の状態（確からしさ）

は意思決定に大きく影響することになる．システム企画フ

ェーズの中で，段階的にその状態をチェックすることで，

リスクを早期発見し，その対応に早期に着手できるように

することが可能となる． 

 

(4) 前提事項の明確化前提事項の明確化前提事項の明確化前提事項の明確化 

システム企画で検討を進めるにあたり，システムの内

製・外製等の組織で定められたシステム化方針への準拠や，

クラウドの採用等の現行のシステム構成を踏まえて対応す

べき事項といった，前提とする事項が存在する場合には，

システム企画の開始時点で明確にする必要がある． 

 

(1)～(4)に示した提案内容について，システム企画フェー

ズのプロジェクトマネジメントとして取り組むことで，効

果的な意思決定を実行することができると考えられる． 

 

4. 事例事例事例事例への適用と評価への適用と評価への適用と評価への適用と評価 

4.1 事例の概要事例の概要事例の概要事例の概要 

シ本提案内容をシステム企画フェーズの意思決定での実

用性の評価を目的とし，実際に推進したプロジェクトに対

して適用した． 

プロジェクトを実施した企業（A 社）では，今後の売上

拡大のために顧客管理の徹底を推進しようとしていたが，

現行の顧客管理システム（CRM:Customer Relationship 

Management System）は開発・導入以降，独自のシステム改

善を重ねて運用されており，昨今の事業環境の変化や経年

利用に伴うシステム機能・性能面の要求への対応が困難に

なっている状況に置かれていた．そこで A 社は，現行業務

プロセスを見直すと共に，売上向上・業務効率化を目的と

して新たな CRM システムを導入することを決定し，シス

テム企画として，6 か月の期間でそのシステム化構想を策

定することになった（図 7）．システム構築に要する規模は

約 40 億円である．筆者らは本プロジェクトに業務支援業者

として参画することになり，本提案内容をプロジェクトマ

ネジメントプロセスの一環として適用した． 
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図 7 プロジェクト概要 

事例としたプロジェクトでは，「①業務要件の定義」，「②

システム化要件の定義」，「③開発ベンダ決定」の 3 段階で

意思決定の判断を設けることにした（表 2）．また，意思決

定の関係者については，マーケティング・営業部門がシス

テム化の意思決定を行い，システム部門がその支援を行う

ことになった． 

表 2 各意思決定における判断内容 

意思決定の局面 判断内容 

業務要件の定義 業務要求の内容がプロジェクト価値と
関連付けられていること 

システム化要件の定義 システム要求と業務要求が関連付られ
ていること．また，業務要求・システム
要求から業務実現方針・方式やシステム
実現方針・方式が導出されていること 

SI ベンダ決定 CDC モデルの意思決定要素にある情報
が網羅的，かつ整合性であること． 

 

図 8 にシステム化構想の作業概要として，意思決定の局

面，プロセス（概要），主要アウトプット，アウトプットに

関連する主な CDC 要素について示す．主要アウトプット

について，提案書は A 社ではなく SI ベンダにより作成さ

れるものであるが，意思決定に必要な情報となるため，主

要アウトプットに含めている． 

 

図 8 事例のプロジェクトの作業概要 

 

CDC モデルの利用において，前提条件となる事項につい

て，以下に示す． 

� システム企画フェーズの前段階にて，プロジェクトの

目的について検討されており，要素「プロジェクト価

値」，「価値享受者」についてはプロジェクト開始時に

定義されている． 

� システム企画の前段階での事前調査により自社で

CRM システムを構築するのではなく，CRM パッケー

ジソフトウェアを導入することを決定している 

� A 社ではシステム構築・運用は外部の SI ベンダに委

託する方針であるため，要素「システム・製品」や「投

資」はシステム開発を委託する SI 会社に提案しても

らうことにする． 

 

上述の前提事項を踏まえ，CDC モデルの要素とプロジェ

クトのアウトプットの関連性について表 3 のように整理し，

定義した意思決定の各局面での CDC の状態を確認するた

めの情報源とした． 

表 3 CDC モデルとプロジェクトのアウトプットの関連 

No 要素 関連するアウトプット・前提事項 

1 プロジェクト価値 戦略フェーズにて定義 

2 価値享受者 戦略フェーズにて定義 

3 ビジネス要求 業務要件定義書 

4 システム要求 機能一覧，非機能要件一覧，運用・
保守要件 

5 業務実現方針・方式 現行業務フロー，新業務フロー， 
新業務の帳票一覧 

6 システム実現方針・
方式 

機能関連図（DFD），システム構成図 

7 推進体制 提案書 

8 導入システム・製品 提案書 

9 パートナー 提案書 

10 効果創出時期 提案書 

11 実施・完了時期 提案書 

12 効果 戦略フェーズにて定義 

13 投資 提案書 

 

4.2 CDCモデルを活用したシステム企画フェーズでの意モデルを活用したシステム企画フェーズでの意モデルを活用したシステム企画フェーズでの意モデルを活用したシステム企画フェーズでの意

思決定の実行と最終結果思決定の実行と最終結果思決定の実行と最終結果思決定の実行と最終結果 

システム企画の開始時点，および意思決定の各局面での

CDC の状態について確認する． 

 

(1) 開始時点での CDC モデルの状態 

システム企画の開始時点での概要レベルでの CDC モデ

ルの状態について，図 9 に示す． 

CDC の主な要素の状態については，要素「プロジェクト

価値」と「価値享受者」は経営戦略の段階で定義されてお

り，その内容は明確にされている．また，要素「業務要件」

についても，システム化構想の活動の中で業務フロー等の

アウトプットを作成することで明確な状態にある．制約

（CDC の左側）の要素については，この段階では未確定な

部分が多い状況であるが，事前調査により CRM のパッケ

ージソフトウェアを導入することが決定しているため，要
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素「システム実現方針・方式」については，「CRM パッケ

ージソフトウェアの採用」ということが条件として CDC

に設定される．また，CRM パッケージソフトウェアを導入

するということで，「システム要求」は CRM パッケージソ

フトウェアにて提供される機能に範囲が絞られることにな

り，情報提供のため，「パートナー」に「パッケージベンダ」

が設定される．つまり，CRM パッケージソフトウェアの導

入ということがいくつかの要素に影響を与える事項となっ

ており，その影響範囲を明確にすることが重要となってく

る． 

 

図 9 開始時点での CDC の状態（概要） 

 

(2) 「①業務要件の定義」での CDCの状態 

システム企画フェーズの第一段階の意思決定「①業務要

件の定義」の時点での CDC の状態について図 10 に示す．

開始時点の CDC モデルから変更がない情報については，

グレー字で示す． 

 

図 10 業務要件の定義の段階での CDC の状態（概要） 

 

現状の基幹業務全体像の整理やあるべき業務の定義の検

討において，現行業務フロー，新業務フロー，新業務の帳

票一覧，業務要件定義書を作成し，CDC モデルの要素「業

務要件」，「業務実現方針・方式」について定義している状

況である． 

この時点において，要素「プロジェクト価値」と「ビジ

ネス要求」，「業務実現方針・方式」の整合性を確認したこ

とで，業務要件定義完了の意思決定に問題ないと判断し，

次工程「システム化要件定義」の検討を進めることにした． 

 

(3) 「②システム化要件の定義」での CDC の状態 

次に，第二段階の意思決定「②システム化要件の定義」

での CDC の状態について図 11 に示す．意思決定「①業務

要件の定義」の CDC モデルから変更がない情報について

は，グレー字で示す． 

 

図 11 システム化要件の定義の段階での CDC の状態 

（概要） 

 

システム化要件定義の検討にて，機能一覧，非機能要件

一覧，運用・保守要件，機能関連図（DFD），システム構成

図の作成を行った．機能要件・非機能要件，及び保守・運

用要件を定義しており，要素「システム要件」は明確にさ

れている．また，「システム要件」が定義されたことで，業

務にてシステムで処理する作業の範囲も明確にしており，

「ビジネス要求」，「システム要求」，「システム実現方針・

方式」の整合性を確認できている状況である． 

要素「システム・製品」については，「パッケージソフト

ウェア導入」という条件のため，選定するパッケージソフ

トウェアに依存してくることになり，この段階ではまだ明

確にすることができない．システム開発はベンダに委託す

ることを決定しているため，要素「投資」についても同様

である．これらの要素は，次の段階でシステム開発業務を

担当するベンダに提示して決定するということとしてシス

テム化要件定義完了の意思決定を行い，次工程「ベンダ選

定」の検討を進めることにした． 

 

(4) 「③開発ベンダ決定」での CDCの状態 

最後に，第三段階の意思決定「③開発ベンダ決定」での

CDC の状態について，図 12 に示す．意思決定「②システ

ム化要件の定義」の CDC モデルから変更がない情報につ

いては，グレー字で示す． 
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図 12 ベンダ決定の段階での CDC の状態（概要） 

 

第二段階での判断の通り，システム開発に関連する要素

についてはベンダに提示してもらうことになるため，提案

依頼書（RFP:Request For Proposal）を作成する際に，これ

らの要素の情報をベンダから提示してもらえるように，必

要な情報を整理し，RFP に記載することにした． 

RFP を複数の会社に提示し，その中で最適な提案を選定

し，提案したベンダに開発を委託することとした．この段

階で，CDC モデルは「システム・製品」や「実施期間・完

了期間」，「投資」の情報が確定することとなる．また，効

果についても具体的な定量値を算出して，投資効果が測定

できる状態となっている．また，SI ベンダが定義されたこ

とにより，「推進体制・役割」や「パートナー」の要素も確

定している． 

 

CDC モデルの状態を参照し，意思決定に必要な情報が不

足・不整合がないこと，及び投資効果が見込めることを確

認して，システム企画フェーズの完了という意思決定を判

断した．また，次工程である要件定義フェーズを開始する

ために必要な情報が用意されていることも確認した． 

 

(5) CDCの状態遷移 

特に戦略フェーズのアウトプットからの情報はシステム

企画の検討中に変更されることが想定されるため，初期段

階，および各意思決定の局面での CDC モデルの状態につ

いても確認した．CDC モデルの状態遷移について，図 13

に示す． 

 

図 13 CDC モデルの状態遷移 

 

状態遷移のチェックにより，システム企画の検討中に意

思決定要素の情報の精度が高くなり，またその内容に変更

がなく，整合性を保たれていることを確認した． 

 

4.3 評価評価評価評価 

本稿の 2 つの研究課題の解決に向けた提案内容について，

事例への適用結果から評価し，本提案が研究課題を解決す

ることができると判断した． 

 

(1) 意思決定要素の俯瞰的な可視化 

CDC モデルにより，顧客管理システムのシステム企画で

の意思決定に必要とされる要素を網羅的に把握することが

できるようになる．また，整合性についても CDC モデル

を用いることで可視化することができるようになる．よっ

て，CDC モデルを活用することで意思決定に必要な情報に

不足，不整合がないことを確認することができるようにな

り，根拠のある意思決定を行うことが可能となる． 

 

(2) 意思決定の効果的な実施 

� システム企画で作成する情報の整理 

CDC モデルを用いた意思決定支援活動を，顧客管理

システムのシステム企画プロジェクトのプロジェク

トマネジメントに組み入れて実行することにより，意

思決定に必要な情報をアウトプットより導出するよ

うにし，また，システム企画の意思決定の各局面で，

意思決定要素の情報の状態をプロジェクト実行中の

段階から確認し，意思決定に関するリスクを早期発見

することができるようになる． 

� システム企画と関連するフェーズの情報の関連付け 

システム企画フェーズの前段階である戦略フェー

ズのアウトプットの情報を CDC モデルの「プロジェ

クト価値」，「価値享受者」と紐付け，また，「ビジネ

ス要求」，「システム要求」の情報を後工程である要件

定義フェーズのインプットとして整理することで，シ

ステム企画の前後のフェーズとの情報連携を図るこ

とができるようになる． 

� 意思決定要素の状態遷移の確認 

前述に示す通り，システム企画の期間中における

CDC モデルの状態遷移を可視化し，その情報に変更

があった場合に，CDC モデル全体の整合性に影響が

発生したかを確認することができ，意思決定要素の情

報の精度を確認することが可能となる． 

� 前提事項の明確化 

A 社におけるシステム化の方針（システム開発・運

用は SI ベンダに委託）や CRM パッケージソフトの導

入といった前提事項をシステム企画への着手時に

CDC モデルを利用して整理することで，システム企

画での検討における前提事項の影響範囲を明確にす
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ることが可能となる． 

 

また，本事例では，各意思決定の局面にて CDC モデルの

状態を確認した上で意思決定の妥当性を判断したが，CDC

モデルを用いない場合には，意思決定に必要な情報を俯瞰

的に可視化できないために根拠がない状態で意思決定を行

わざるを得ず，意思決定に対するリスクが生じるというこ

とになる． 

 

5. 関連関連関連関連研究研究研究研究 

システム企画に関する意思決定の先行研究と本提案モデル

を比較する． 

情報システムへの投資や採用するソリューション，開発体

制の決定といったシステム企画に関する意思決定の研究は

進められている[19][20][21]．意思決定のプロセスモデルや，

影響する要素とその関連性の特定について述べられており，

本提案のような意思決定の根拠を示す理論についてまでは

言及されていない．また，IT プロジェクトにおける意思決

定プロセスモデルも提言されており，プロジェクトマネー

ジャの意思決定の方法，手順は活用できる[22]．しかし，

本提案の対象としたシステム企画かつ経営層の意思決定に

ついては対象としていない． 

 

6. 終わりに終わりに終わりに終わりに 

本稿では，システム企画において，論理的根拠を明確に

することで最適な意思決定の判断を実行できることに着目

し，意思決定を支援するフレームワークである CDC モデ

ルと，CDC モデルを用いた意思決定支援プロセスについて

提案した．事例への適用と評価にて，本提案を実際のプロ

ジェクトでの意思決定に活用し，その有効性を確認した．

CDC モデルを，意思決定要素を俯瞰的に可視化するツール

として活用することで，意思決定者が意思決定要素の論理

性を理解しながら意思決定の品質向上が期待される．更な

る活用例として，プロジェクトの達成状況や問題状況の全

体把握や意思決定の局面ごとに，時系列で変化した要素と

他要素間の相関関係のチェックなどが挙げられる． 

本稿ではシステム導入が 40 億円規模のプロジェクトを

事例として検証しているが，規模が大きくなった場合に，

意思決定要素となる情報も増大していくため，膨大な情報

をどのように CDC モデルで整理するかが今後の検討課題

である．ステークホルダについても，規模が大きくなるに

従って増えていくと共に，その関係性も複雑になってくる

一方で，CDC モデルではステークホルダの関係性や影響力

を表現することができず，CDC を用いる際の制限事項とな

る．そのため，CDC モデルを利用する際には，i スター・

フレームワーク[23]といったステークホルダ分析を加味し

たツールを用いることで制約事項を補完することが必要と

なる．また，本検証では定性的な評価に留まったが，定量

的な評価方法も確立することが重要であると考えている． 

今後は，上記の課題・制約事項を考慮しなから，実際の

プロジェクトでの検証事例を追加していくことにより，

CIO をはじめとする経営層が最適な情報システム投資を判

断できるような参照モデルを整備する方針である． 
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